
平成29年6月27日

山口県下関市長府扇町１－４９

東 亜 機 械 工 業 株 式 会 社

代表取締役 中 村  忠 生

金　  　　額 金　  　　額

2,119,598 157,058 

748,041 134,926 

現 金 5,941 支 払 手 形 2,137 

預 金 355,461 工 事 未 払 金 95,903 

受 取 手 形 145,468 未 払 金 4,424 

完成工事未収入金 57,439 未 払 費 用 16,414 

未 成 工 事 支 出 金 74,855 前 受 金 130 

材 料 貯 蔵 品 108,207 預 り 金 1,067 

前 払 費 用 619 未 払 法 人 税 等 1,665 

そ の 他 流 動 資 産 2,246 未 払 消 費 税 13,186 

貸 倒 引 当 金 △2,195 

22,132 

退 職 給 付 引 当 金 10,518 

   固定資産 1,371,557 繰 延 税 金 負 債 5,614 

   有形固定資産 1,324,036 特 別 修 繕 引 当 金 6,000 

建 物 175,197 

構 築 物 5,494 

機 械 及 装 置 69,223  純資産の部 1,962,540 

車 両 運 搬 具 5,349  株主資本 1,951,787 

工 具 及 器 具 641 　資　　本　　金 100,000 

備 品 3,132 

土 地 1,065,000 

  利 益 剰 余 金 1,851,787 

利 益 準 備 金 24,803 

別 途 積 立 金 1,515,000 

   無形固定資産 1,101 繰 越 利 益 剰 余 金 311,984 

電 話 加 入 権 1,101 

   投資その他の資産 46,420   評価・換算差額等 10,753 

投 資 有 価 証 券 46,375 その他有価証券評価差額金 10,753 

そ の 他 投 資 45 

2,119,598 2,119,598 合　　　　計 合　　　　計

貸　借　対　照　表

(単位：千円)

  資       産       の       部   負  債  及  び  資  本  の  部

科              目 科              目

(平成29年3月31日現在)

第 ３９ 期 決 算 公 告

 資産の部  負債の部

 　流動資産    流動負債

   固定負債



　個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの… 期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理）

時価のないもの… 移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価法

未成工事支出金は個別法による原価法、材料貯蔵品は移動平均法による低価法

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産…定率法 (ただし、平成10年4月1日以降に取得した付属設備を除く

建物、及び平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備

・構築物は定額法）

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっている。

②無形固定資産…定額法

（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える為のもので、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収の可能性を検討し、

回収不能見込み額を計上。

②退職給付引当金

親会社からの転籍者に対するもので、期末要支給額の100％を計上。

③役員退職給与引当金

内規に基づく期末要支給額の100％を計上。



平成25年度より、役員退職慰労金規程が廃止になったことに伴い、役員退職給与

引当金は平成25年6月まで積み立て、以降は引当をしない。

（４）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①完成工事高の計上基準

完成工事高の計上は工事完成基準によっているが、平成20年度より請負金額が

５千万円以上の工事については、会計期間末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事は工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、

その他の工事は工事完成基準を適用している。

②消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式

２．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産減価償却累計額

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権

短期金銭債務

３．損益計算書に関する注記

（１）関係会社との取引高

営業取引による取引高

売　上　高

仕　入　高

４．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 200,000株

730,790,023円

19,057,840円

14,000,428円

67,088,400円

121,555,274円


